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Ⅰ は じ め に

モニターを対象としたインターネット調査が急

速に普及している｡ 短期間に少ない費用で大量の

データが集められるインターネット調査は, 調査

実施者にとって魅力的である｡ 普及当初は市場調

査での利用が中心だったが, ここ数年, 研究機関

や官庁による社会調査でも利用が目立つ｡

その一方, 社会調査でもっとも信頼をおかれて

きた調査方法である ｢住民基本台帳から無作為抽

出した者への訪問面接調査｣ は, 回答率の低下と

いう趨勢的な問題に加え, 近年, 調査目的での住

民基本台帳の利用の制限, 調査員による調査デー

タの捏造, 国勢調査のあり方への苦情の噴出など

調査実施の根幹を揺るがす事態が立て続けに生じ

ている｡

こうした状況からみれば, インターネット調査

への傾斜が今後さらに強まることが予想される｡

だが, 偏りのない良質なデータを求める立場から

は, 調査対象者が目標母集団を代表していないと

いうサンプリングの問題と, インターネット画面

上での回答という測定法の問題があいまって, イ

ンターネット調査の質に疑問をもつむきも多い｡

本稿では, 労働政策研究・研修機構が実施した

調査を筆者が分析したデータおよびいくつかの先

行研究の成果を用いて, モニター型インターネッ

ト調査の特質の分析を試みる｡
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急速に普及しているいわゆる ‶インターネット調査" には ‶インターネット画面上で回答

する" ‶調査対象が登録モニターである" という二つの特徴がある｡ 前者は ｢測定誤差｣,

後者は ｢サンプリング・バイアス｣ の規定要因となり調査結果の誤差に影響を与えるもの

である｡ 本稿では, この両面について, 異なる調査法を比較した実験調査の結果を用いて

検討した｡ 測定誤差については, 調査員の介在の有無が調査結果に影響を及ぼし, 他記式

調査 (面接, 電話) では, 質問によっては回答者が一般受けする回答をしがちであり, 自

記式調査 (郵送, インターネット) のほうがそうした誤差は回避できる可能性がある｡ 一

方, 調査員が関与することにより減らせる測定誤差もあり, 誤差のトータルな管理という

観点からは一概に優劣を判断できない｡ サンプリング・バイアスについては, モニター型

インターネット調査の回答者には学歴・職業など属性の偏りがあるほか, ランダムサンプ

ルの回答者と比べて日本的雇用慣行に否定的, 競争主義志向, 能力・業績主義志向が強い

といった価値観や意識面での違いもみられる｡ しかし, ランダムサンプルにおいても回収

率の問題があって代表性は万全なものではない以上, モニターだけが大きく偏っていると

は断言できない｡

特集●あらためて ｢データ｣ について考える

インターネット調査・モニター調査
の特質
モニター型インターネット調査を活用するための課題

本多 則惠
(労働政策研究・研修機構客員研究員)



インターネット調査を含む各種の調査法がそれ

ぞれに改善を図って質を高めることは重要である

が, 現下の調査環境にあって単独の調査法では乗

り越えがたい壁があるのも事実であり, 今後は,

調査結果の補正や複数の調査法の使い分け, 組み

合わせ (ミックス・モード) も必要になろう1)｡ そ

のような調査法の展開も念頭において, インター

ネット調査の改善策や活用法を探ることが本研究

の目的である｡

Ⅱ 調査法の分析枠組みと議論の素材

1 ｢サンプリング・バイアス｣ と ｢測定誤差｣

調査法の評価尺度として最も重要なのは調査結

果の誤差であり, 誤差は小さいほどよい2)｡ 誤差

は調査の各段階で発生するので, その全体を最小

化するように調査設計を行うことが理想であり,

これを ‶total survey error paradigm" という3)｡

誤差は, 回答者の母集団に対する ｢代表性｣ にか

かわり, 回答者の集め方 (sampling) によって規

定されるものと, 回答が測定しようとする実態を

正しく反映しているかどうかという ｢測定｣ にか

かわるもので測定法 (data collection mode) によっ

て規定されるもの, の 2種類に大別される｡

｢インターネット調査｣ は測定法の一種であり,

｢モニター調査｣ はサンプリング方法の一種であ

る｡ わが国で実施されているインターネット調査

のほとんどがモニターを対象としたものであるた

め, インターネット調査であることとモニター調

査であることを一体にして議論されることが多い

が, 本稿では両者の特質を可能なかぎり区分して

検討する｡

測定法を評価する尺度は ｢測定誤差 (measure-

ment error)｣ であり, これは測定法による回答

の違いを意味する｡ ある人物が同一の質問を受け

ても, 面接で答える場合と電話で答える場合では

内容が違うことがある｡ このような差に由来する

誤差を測定誤差という｡

サンプリングの質の尺度として本稿では ｢サン

プリング・バイアス｣ を用いる｡ これは, 目標母

集団 (調査研究の対象となる全体｡ 例えば ｢日本に

在住する 20 歳以上の男女｣) と回収標本の間の体系

的なずれを意味する｡ 詳細には, カヴァレッジ誤

差 (目標母集団と標本抽出枠のずれから生ずる誤差),

標本誤差 (標本抽出枠全数ではなく計画標本を調査

することによる誤差), 無回答誤差 (計画標本の一

部から回答が得られなかったことに起因する誤差)

のうち ｢系統誤差｣ に相当する部分の総和であ

る4)｡

2 先行研究の概要

調査環境の悪化やインターネット調査の普及は

調査法に対する関係者の関心を惹起し, サンプリ

ング・バイアスや測定誤差に焦点をあてた調査法

研究が国内外でいくつも実施されている｡ 同一の

質問を異なった調査法で尋ねる比較研究のスタイ

ルが中心だが, 力点の置き方や分析方法はさまざ

まであり比較の結果やそこから導かれるインプリ

ケーションも一様ではない｡

｢調査法が異なれば, 質問は同じでも調査結果

に差が生ずる｣ との認識は, 調査関係者の間では

以前から共有されていた｡ 最近の調査法研究の展

開で注目すべきなのは, 調査結果の差異をサンプ

リングや測定法といった発生原因別に分けて把握

しようとしている点と, サンプリングの選択肢と

して ｢モニター調査｣ が, 測定法の選択肢として

｢インターネット調査｣ が取り上げられるように

なった点だろう｡

以下, 本稿で取り上げる比較実験調査をもとに

した先行研究の研究デザインの概略を紹介する5)｡

①Knowledge Networks 社による研究 (Den-

nis ����. (2005))

米でインターネット調査を実施している

Knowledge Networks 社 (以下, KN社) は, 2002

年 1～3 月に同一内容の調査を次の 3 つのグルー

プに対して実施した｡

[グループ 1 ] Knowledge Networks (KN)

パネル会員6)から無作為抽出した 3627 人を対象と

したインターネット調査 (回答者数 2979 人, 回答

率 82.1％)

[グループ 2 ] KNパネル会員から無作為抽出

した 477 人を対象とした電話調査 (回答者数 300

人, 回答率 62.9％)
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[グループ 3 ] RDD で無作為に抽出され KN

パネル会員登録を依頼された者のうち, パネル会

員登録を拒否した者および会員登録は了解したも

ののインターネット調査の完了にまで至らなかっ

た (ウェブ設備に接続しない・属性登録しない・今回

調査を完了しない) 者計 2730 人に対する電話調査

(回答者数 600 人, 回答率 22.0％｡ パネル会員登録拒

否者の割合は調査対象者の 72％, 回答者の 50％)｡

②朝日新聞による郵送調査と訪問面接調査の比

較 (松田 (2006))7)

同一のサンプリング法 (選挙人名簿からの層化

無作為 2段抽出法) で抽出した各 3000 人の調査対

象者に, ほぼ同時期に共通の質問を含む郵送調査

と訪問面接調査を実施した｡ 郵送調査の回答者数

は 2124 人, 回答率は 71％｡

③日本マーケティング・リサーチ協会 (JMRA)

による研究 (日本マーケティング・リサーチ協

会 (2005))

サンプリング等が異なる次の 2セットの比較調

査を実施した｡

[モニターサンプル編] 調査会社のモニター8)

(通常は郵送調査を実施) からメールアドレス登録

者を抽出し, インターネット調査, 郵送調査を無

作為に割り付けて実施｡ 振出数, 回収数はインター

ネット調査が 1054 人, 607 人, 郵送調査が 770

人, 685 人｡

[ランダムサンプリング編] 調査会社が実施す

るオムニバス調査 (住民基本台帳から抽出した対象

者への訪問面接調査) の実施時に, 同調査回答者

に実験調査の調査票を配布し, 回答方法 (郵送,

ファクス, ウェブ) を任意に選択して回答しても

らった｡ 配布数は 4363 人, 回収数は 461 人, 回

収率 10.6％｡

④｢勤労生活に関する調査｣ (本多・本川 (2005))

｢無作為抽出＋訪問面接法｣ (調査Ｘ) で実施さ

れた調査と同じ調査票を用いて ｢公募モニター・

インターネット調査｣ を 3 種 (調査Ａ・Ｂ・Ｃ),

｢非公募モニター・インターネット調査｣ (調査Ｄ),

｢混合 (公募＋非公募) モニター・郵送調査｣ (調

査Ｅ) の計 5 つの調査を実施した｡ それぞれの配

布・発信数, 回収数, 回収率は表 1のとおりであ

る｡

Ⅲ インターネット調査の測定誤差

1 比較実験調査の結果

①インターネット調査 vs.電話調査 [KN社]

3 つのグループのデータを用いて, 質問の回答

を被説明変数, 測定法 (ネット／電話), サンプル・

オリジン (モニター／非モニター), パネル経験,

年齢, 人種・民族, 教育レベル, 性別を説明変数

として多変量解析を行ったところ, 44 問中 34 問

で測定法が回答に有意な影響を与えており (有意

水準 5％), 電話調査回答者は肯定的な回答を多く

選んでいる｡ この要因は, 調査員が介在するため

に一般受けする回答を選ぶ (social desirability)

効果, 最後の選択肢を選ぶ効果 (新近効果 recency

effect) などであろうと分析されている｡

②インターネット調査 vs.郵送調査 [JMRA]

JMRA の研究のモニターサンプル編では, あ

る調査モニター集団から抽出した者にインターネッ

ト調査と郵送調査を無作為に割り付けて調査を実

施したところ, 両者の結果にほとんど差はみられ

なかったとしている｡

③訪問面接調査 vs.インターネット調査 vs.郵

送調査 [本多・本川]

モニターを対象としたインターネット調査 3種
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表 1 本多・本川 (2005) の各調査の実施概要

訪問面接

調査

インターネット調査 郵送調査

公募モニター
非公募モ

ニター

混合

モニター

調査Ｘ 調査Ａ 調査Ｂ 調査Ｃ 調査Ｄ 調査Ｅ

配布・発信数 (人) 4,000 1,650 1,650 1,650 1,511 1,650

回収数 (人) 2,751 981 1,423 657 1,072 1,344

回収率 (％) 68.8 59.5 86.2 39.8 70.9 81.5



と郵送調査をランダムサンプルを対象とした訪問

面接調査と比較すると, 意識調査項目の 7～ 8 割

で回答に有意な差があり, 前 4種の調査には ｢不

安・不満が強い｣ ｢金銭・物質的志向が強い｣ ｢日

本型雇用慣行に否定的｣ などほぼ共通の傾向がみ

られた｡

この研究では, 測定法のみならずサンプリング

も異なる調査を比較しており, 調査結果間の相違

が測定法とサンプリングのどちらの影響によるも

のかは直接には把握できない｡ しかし, インター

ネット調査・郵送調査では面接調査に比べて ｢不

安・不満が強い｣ ｢金銭・物質的志向が強い｣ と

いうこの結果は, 面接調査には ‶social desirabil-

ity bias" (一般受けする回答をするために生ずる偏

り)9)が含まれる (調査員には不安や不満があると回

答しづらい等) という先行研究の指摘と整合的で

あり, 測定誤差が存在するものと推定される｡

④訪問面接調査 vs.郵送調査 [朝日新聞]

｢いまの生活にどの程度満足していますか｣ と

いう質問について, 郵送調査は, ｢満足｣ ｢まあ満

足｣ が 43％, ｢不満｣ ｢やや不満｣ が計 56％であっ

たが, 面接調査では前者が 66％, 後者が 34％と

逆転した｡ 生活水準について聞いた質問でも, 面

接調査は ｢中の上｣ と答えた人が 17％ (郵送では

14％), ｢中の中｣ が 43％ (同 38％) など真ん中か

ら上の水準で郵送調査より高めの結果が出ており,

郵送調査では ｢中の下｣ が 28％ (面接では 24％),

｢下の上｣ が 14％ (同 9％) など, 低めの生活水

準でより高い数値となった｡

このような違いが生じた原因について松田

(2006) は, 回答者の性・年代など属性の偏りの

影響についても検討したうえで, ｢面接, 郵送調

査の結果を異なるものとした要因は, 調査員が介

在するかどうかという一点に絞られてくる｣ と結

論づけている｡

2 インプリケーション

(1)自記式／他記式の差とその他の測定誤差

乱暴ではあるが, 質問内容の違い等を無視して

以上の結果を単純にまとめてみると, 測定誤差に

ついて ｢電話調査法≠インターネット調査法≒郵

送調査法≠訪問面接調査法｣ という関係が描ける｡

また, 電話調査と訪問面接調査の直接の比較は今

回取り上げた比較実験にはないが, インターネッ

ト調査や郵送調査との相対的な関係から判断して,

電話調査と訪問面接調査の結果には共通した傾向

があることが推測される｡

電話調査と訪問面接調査には他記式 (調査員が

調査対象者から回答を聴取して記録する方式), イン

ターネット調査と郵送調査には自記式 (調査対象

者が自分で回答を記録する方式) という共通点があ

り, 他記式と自記式という違いから測定誤差の違

いが生じていることがうかがわれる｡

KN社と朝日新聞の先行研究は, 他記式調査に

おいて調査員の介在から生ずる ‶social desirabil-

ity bias" の存在を指摘しており, 裏返して言え

ば, 調査員が関与しない自記式の優位を示すもの

となっている｡ この点は social desirability が影

響しそうな質問をする際の調査法の選択に当たっ

て十分考慮すべきである｡

ただし, 測定誤差にはこれ以外のものもある｡

例えば, 調査員が介在する調査では回答もれ・ミ

スを減らせる, 回答者の本人確認ができるという

長所があり, その面での測定誤差は他の調査より

も小さくできる｡ 他方, インターネット調査につ

いては, 回答の記入漏れやロジカルミスは防止で

きるが, 謝金目当てで数多くの調査に回答しよう

とする ‶professional respondent" が参加してい

るために, 短時間でいい加減に回答する者が少な

からずいると指摘されており10), このような各種

の測定誤差を総合的に判断する必要があろう｡

なお先行研究は, 測定ツールとしてのインター

ネットに固有の測定誤差には特に言及しておらず,

むしろ自記式調査として郵送調査との共通点が強

調されている11)｡

(2)測定誤差のみの影響なのか？

測定誤差についての研究では ‶サンプリングを

一定にして異なる測定法で調査を行う" のが一般

的だが, ｢サンプリング一定｣ という条件の確保

は実際には難しい｡ その原因は, 回答取得にいた

る過程のうち目標母集団・標本抽出枠・標本の設

定までは調査実施者による制御が可能なので, 比

較する複数の調査の同質性を確保できるとして

も12), 実査の段階で生ずる無回答誤差は制御でき
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ず調査によってばらつきが生ずるからである｡

無回答誤差の大きさは, ｢無回答率｣ 及び ｢回

答集団と無回答集団の差異｣ によって決まる｡ あ

る調査法の調査に応ずるか否かの判断には回答者

の心理的な特性や生活・行動様式が影響し, かつ,

面接調査を応諾／拒否する理由とインターネット

調査を応諾／拒否する理由は同一ではないと考え

られるため, 質問内容と無回答理由が関係するも

のであった場合, 回答集団の回答と無回答集団の

潜在的な回答は一致しない可能性が高い｡

このような ｢各測定法に内在するサンプリング・

バイアス｣ には十分留意する必要があり, この点

を考慮せずに比較実験調査の結果を分析すると,

測定誤差を過大・過小に評価するおそれがある｡

Ⅳ モニター調査のサンプリング・バイ
アス

登録モニターを対象とする調査は, インターネッ

ト調査に限らず郵送調査や FAX調査でも実施さ

れているが, ここではインターネット調査を前提

としたモニター調査を主に論ずる｡

モニター型インターネット調査の回収標本と目

標母集団のカヴァレッジには, 次のような包含関

係がある｡

国民全体 (目標母集団)＞インターネット利用者

＞モニター回答者 (回収標本)

以下, この順に議論を進めてモニター回答者の

特性を分析する｡

1 ｢インターネット利用者｣ のカヴァレッジ

インターネット調査では, 通常, 回答者がイン

ターネット利用者に限られる13)｡

｢平成 16 年通信利用動向調査｣ (総務省) によ

ると, 2004 年末のインターネット利用者数は

7948 万人, 全人口に占める比率は 62.3％であ

る14)｡ 性別では男性 75.1％, 女性 64.0％と男性

が高く, 年代別では 20 代, 30 代は 90％超, 40

代は 85％, 50 代 66％, 60 歳以上 26％で高齢者

層が低い｡ 世帯年収別では, 200 万円未満世帯は

48.1％, 200 万～400 万円世帯 55.8％, 400 万～

600 万円世帯 68.8％, 600 万円以上の各層はすべ

て 70％台と年収の高い世帯の利用率が高いとい

う傾向があり, 特に 400 万円を境にした利用率の

格差が目立つ｡ 都市規模別では町村部での利用率

が低い｡

この調査では学歴別のインターネット利用率の

データが得られないが, McFadden & Winter

(2001) による米国のCurrent Population Survey

の分析によれば, 学歴が高いほど利用率が高く,

かつ低学歴層では若年から高齢者まで各年代を通

じて利用率が低いことが指摘されており, わが国

でもおそらく同様の現象が生じていると思われる｡

このように, インターネットの利用者には社会

経済的属性のバイアスがあることにまず注意が必

要である｡

2 ｢調査モニター｣ のカヴァレッジ

(1)インターネット調査の標本抽出方法

インターネット調査では目標母集団を偏りなく

代表する標本抽出枠を得るのが困難である｡ 訪問

調査や郵送調査では住民基本台帳やエリアサンプ

リングが, 電話調査では RDDが多く用いられて

おり, 目標母集団に対するカヴァレッジが完全で

はないものの比較的良質の標本抽出枠が存在し,

無作為抽出が可能である｡ 一方, インターネット

調査については, ネット利用者全体から調査対象

者をランダムに抽出できるような名簿が存在せず,

また, RDD に相当するようなメールアドレスを

無作為に発生させる方法もない｡

現実的な選択肢として, 一般的な個人を目標母

集団としてインターネット調査を実施する場合に

利用可能なサンプリング方法には以下のものがあ

る15)｡

●オープン型調査：(a)

(ポータルサイト等で調査への参加をオープン

に呼びかけるもの)

●公募型モニター調査：(b)

(ポータルサイト等でモニターを募集して登録

し, 調査の都度, そこから抽出した者に回答

を依頼するもの)

●依頼型モニター調査

(何らかの確率的手法で対象者を選出してモニ
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ターを依頼するもの)

インターネット利用者にモニターを依頼す

るもの：(c)

インターネットの利用に関係なくモニター

を依頼するもの：(d)

(インターネット以外の方法 (訪問・電話等)

でモニターを依頼し, インターネットにアク

セスできない人には回答のための機器を提供

する｡)

現在のところわが国では, (c), (d)のタイプ

のインターネット調査サービスも一部で提供され

ているものの実施されているインターネット調査

の大半は(b)の公募型モニター調査である｡ (a)

のオープン型調査も散見するが, 本格的な調査法

としての位置づけを得ているとは思われないので,

本稿では検討の対象としない｡

(2)｢モニター回答者｣ のカヴァレッジ

本多・本川 (2005) によると, 公募モニター型

インターネット調査 3種の回答者の属性には多く

の共通点がみられた｡ 就業状態は, 同時期の総務

省 ｢労働力調査｣ の結果と比べて ｢家事などのか

たわら仕事｣ が 4～5％ポイント多く, 失業者が 2

％ポイント程度少ない (性・年齢構成が同一になる

よう重み付けして比較｡ 以下同じ)｡ 職業別構成は,

インターネット調査は専門・技術職が 10％ポイ

ント以上多く, 技能工・労務職が 15％ポイント

以上少ないなど大きく異なる (図 1)｡ 学歴もイン

ターネット調査と訪問面接調査は著しく異なって

いる｡ 前者では 5割前後が大学以上, 小学・中学

卒は 1～ 2％だが, 後者では大学以上は約 2 割,

小学・中学卒は 1割強である｡

モニター回答者の調査参加状況をみると, イン

ターネット調査に回答する頻度は, ｢週に 1～2回｣

以上が 7～9 割, そのうち ｢週に 7 回以上｣ が 10

数％である｡ モニターとして登録している会社数

は ｢3 社｣ とする人が最も多く, 4 社以上も 3～4

割, そのうち ｢6 社以上｣ も 1 割前後いる｡ ｢複

数の調査会社にモニター登録して毎週調査に回答

している｣ という回答者が, 公募モニター型イン

ターネット調査の主流を占めていることがわかる｡

3 比較実験調査の結果

次に, 調査対象者のサンプリング方法がモニター

かランダムサンプルかに着目して比較実験調査の

結果を整理する16)｡

(1)依頼型モニターvs.ランダムサンプル[KN社]

Ⅲ-1-①と同様の多変量解析の結果によれば,

サンプル・オリジン (モニターであるか否か) が

回答に有意な影響を与えていたのは 44 問中 6 問

のみだった｡ これについてDennis ����. (2005)

は ｢‶調査に進んで参加する人とそうでない人で

は態度や思考において大きな開きがある" という

見解に疑問を投げかけるものである｣ としている｡

この結果は興味ぶかいが, 調査の設計について
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は ‶調査に進んで参加する人 (調査モニター)" と

‶そうでない人" の差の把握という目的に照らす

とやや疑問がある｡ ここで ｢調査に進んで参加し

ない人｣ のデータとして用いられているのは, パ

ネル登録拒否者 300 人, パネル登録に同意したが

その後の回答段階で脱落した者 300 人の回答をあ

わせたものである｡ いったんパネル登録に同意し

た後者を ｢調査に進んで参加しない人｣ として扱

うことは無理があり, むしろ, このグループは,

モニターに準ずる程度に調査に対して積極的な集

団と考えるべきだろう｡ さらに, 15.3％という低

い回収率からして, このグループの中でも ｢調査

に進んで参加する｣ に近い性格の人が多く回答し

た可能性を否定できない｡

くわえて, KN 社のモニターは RDD によって

抽出した者をリクルートしたものであり, 公募モ

ニターよりもランダムサンプルとの乖離は少ない

と考えられる｡ 以上を勘案すると, 公募モニター

とランダムサンプルを比較した場合にはその差は

おそらくこの調査結果よりも大きいものとなろう｡

(2)モニター vs.ランダムサンプル [JMRA]

モニターとランダムサンプルの回答を比較する

と17), 人間関係や情報収集, セキュリティ等に関

する質問では, 過半数の問いで回答に有意な差は

なかったが, 一部の質問についてモニターは ‶人

に情報を教えたり相談に乗ったりすることが多い"

‶情報収集を積極的に行っている" ‶自宅への来訪

者への警戒心が強い" という傾向がみられた｡

二者の差が顕著なのは調査への協力意向である｡

モニターは ｢生活習慣や趣味｣ ｢財産や収入｣ と

いった質問のカテゴリーにかかわらず, 回答に抵

抗のある者が少ない｡ また測定法別のアンケート

協力意向では, モニターは訪問面接, 留置, 電話

のいずれについても協力意向が低く (順に 8％,

15％, 23％), 調査員が介在する他記式を好まな

い傾向がある (ランダムサンプルでは同 44％, 44％,

18％)｡ 郵送調査は両者とも約 8 割と高い｡ イン

ターネット調査についてはランダムサンプルでは

3割弱, モニターサンプルでは 8割と差が大きい｡

調査対象者による調査法の好き嫌いは非常にはっ

きりとしており, ｢測定法に内在するサンプリン

グ・バイアス｣ の存在が明白である｡

なお, ランダムサンプルは訪問面接調査回答者

を対象とし, また回収率が 10.6％と低いことか

ら, 全般的に, 結果の評価には留保が必要である｡

(3)公募型モニター vs.ランダムサンプル [本

多・本川]

Ⅲ-1-③で考察したように, この調査研究でみ

られた公募型モニター調査とランダムサンプル型

訪問面接調査の回答傾向の差のうちの少なくとも

一部は測定誤差によるものと推定されるが, では

サンプリングはどのような影響を与えているのだ

ろうか｡

生活・仕事の意識に関する 83 問のうち 7～8割

について, 訪問面接調査Ｘとインターネット調査

3 種 (調査 A, B, C) では回答に有意な差がみら

れた (有意水準 5％)｡ その中には, social desir-

ability がさほど影響しそうになく, サンプリン

グ・バイアスが差の原因と思われる質問も多くあ

る｡

例えば ｢望ましい職業キャリア｣ について, 調

査Ａ～Ｃでは調査Ｘよりも一企業勤続コースを選

ぶ者が少なく, 複数企業を経て専門家になるコー

スや企業を経て独立するコースを選ぶ者が多い
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表 2 望ましい職業キャリア
(単位：％)

合計

1 つの

企業で

管理職

になる

1 つの

企業で

専門家

になる

複数企

業を経

て管理

職にな

る

複数企

業を経

て専門

家にな

る

企業を

経て独

立する

最初か

ら独立

する

どちら

ともい

えない

わから

ない
無回答

調査Ｘ 100.0 18.2 21.4 10.5 18.9 12.2 2.5 13.3 3.0 0.0

調査Ａ 100.0 13.5 16.3 10.4 28.4 18.8 1.2 9.2 2.0 0.1

調査Ｂ 100.0 12.2 19.3 9.8 30.6 15.7 0.7 9.5 2.2 0.1

調査Ｃ 100.0 11.4 17.5 10.5 29.1 16.4 1.7 10.2 3.2 0.3

資料出所, 注：図１に同じ｡



(表 2)｡ また, その他の質問で, 調査Ａ～Ｃの回

答者は調査Ｘ回答者に比べて, ｢終身雇用｣ ｢年功

賃金｣ 支持が少なく ｢福利厚生の給与化｣ 支持が

多い, 分配原理として ｢努力｣ ｢必要｣ ｢平等｣ 支

持が少なく ｢実績｣ 支持が多い, リストラは勤続

年数や年齢よりも能力や担当業務を基準にするべ

きと考える者が多い, 失業時のセーフティネット

として ｢失業時の生活保障｣ の支持が低く ｢新規

雇用機会創出支援｣ の支持が多いという違いがあ

る｡ ここには ｢労働市場流動化志向｣ ｢競争志向｣

｢能力・実績志向｣ といった一貫した意識の方向

性がみられ, モニター回答者の特性が表れたもの

と考えられる18)｡

一方, 測定誤差の影響を受けそうな質問 社

会や仕事等への不満感・不安感・不公平感, 金銭・

物質志向など については, やはりモニターと

ランダムサンプルでは回答に顕著な差があるが

(表 3), この差が測定誤差だけで説明できるのか,

あるいはサンプリング・バイアスもある (モニター

が実際にも不公平感等が強い) のかどうかを判断

する決め手がない｡ 加えて, 仮にサンプリング・

バイアスが存在するとして, 目標母集団からずれ

ているのはモニターとランダムサンプルのどちら

なのか, それとも両方なのかという問題もある｡

4 インプリケーション

以上の結果から, モニターとランダムサンプル

というサンプリング方法の違いによってサンプリ

ング・バイアスが発生していること, モニターと

ランダムサンプルでは, 社会経済的属性のほか心

理的特性 (意識, 価値観等) においても異なる部

分があることがわかった｡ ただし, バイアスの範

囲や方向, 程度については未知の部分が多い｡

Ⅴ 今後の課題

測定誤差とサンプリング・バイアスという視点

からアプローチすることにより, モニター型イン

ターネット調査がどのようなバイアスをはらむ可

能性があるのか, ここまでの検討で多少は見通し

がついたと考えるが, バイアスの実体を把握する

にはまだ遠く至らない｡ 現時点でいえるのは, 調

査の目的に応じて調査法を慎重に選択したうえで,

可能な限りの誤差の縮減を図ることと19), どの調

査法にも欠点があるという認識をもち, 調査結果

の利用の際にその欠点を織り込むことが重要だと

いうことである｡

今後については, 調査法の改善を目指した研究

上, 実践上の課題として以下のものが考えられる｡

�) サンプリング・バイアス, 測定誤差につい

てのデータ収集

まずはデータを収集し, その分析を蓄積するこ

とが重要である｡ 他の目的で行われる調査への相

乗りも含めて機会がある場合には, 調査法別の応

諾可能性 (どの調査法なら答えてもよいと考えるか)

や調査モニターの登録状況を尋ねる質問を盛り込

んで調査し, 調査法についてのデータを蓄積して

いくことが望まれる｡ これは, 調査結果の補正や

ミックス・モード実施のためにも有用な情報とな

るものである｡

�) 調査情報の開示

キングほか (2004) は ｢バイアスがあることは

わかるが, 方向や大きさがわからない場合でも,

結論に不確実性があることをはっきりと述べれば,

そうしないよりもいい｡｣ (pp. 236-237) と述べて

いる｡ 調査情報の開示が必要であることは以前か
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表 3 いまの世の中 (性, 年齢等の違いによる処遇) は公平か
(｢公平である｣ または ｢だいたい公平である｣ と回答した人の比率)

(単位：％)

世の中

全体
性 年齢 学歴 職業 所得 資産 家柄

国籍・

人種

調査Ｘ 25.9 28.5 35.5 24.5 23.8 23.4 22.1 29.7 14.0

調査Ａ 12.1 18.6 24.4 20.0 12.4 12.8 11.4 19.8 10.2

調査Ｂ 14.2 16.3 21.6 21.8 13.3 15.1 13.2 26.1 12.4

調査Ｃ 13.8 17.7 23.9 22.3 14.8 14.6 11.3 19.7 9.2

資料出所, 注：図 1に同じ｡



らたびたび指摘されているが, 依然として情報開

示が徹底しているとはいいがたい｡ 特にモニター

調査については募集や管理の方法が明確に示され

ていない場合が多く, 改善を望みたい20)｡ ｢バイ

アスを避けるには, ともかくもバイアスに注意を

寄せることが肝心｣ (同前) なのである｡

�) 調査モニターのリクルート方法の改善

調査の標本に求められるのは量ではなく質であ

り, 標本の質としてもっとも重要なのは代表性で

あるが, モニター公募というサンプリング方法が

統計学の産物ではないためか, 公募調査モニター

の代表性を追求するという議論はあまり耳にしな

い｡

確率的抽出法をベースにして調査モニターをリ

クルートすることは, モニター型調査の代表性を

確保するための正攻法であると思う｡ しかし, そ

れだけがモニター型調査の唯一の改善策なのだろ

うか｡ 目標母集団に対する質的なカヴァレッジの

拡大を公募モニター型調査に期待するのは無理な

のだろうか｡

モニター募集の主なファクターは, 調査参加の

インセンティブ (動機づけ) の設定, 募集主体及

び募集媒体の選択, 回答方法の設定といったもの

だろう｡ 現状では, インセンティブは専ら謝金・

金券・賞品, モニター募集主体はリサーチ会社や

IT 企業, 募集媒体は比較的若い世代や主婦を対

象にしたウェブサイトや雑誌, 調査参加方法は主

としてインターネットである｡ こうした募集方法

をとっていれば, モニター応募者が若年層や主婦

に偏るのはむしろ当然と思われる (そうしたター

ゲットにあわせて募集方法を設定しているのかもし

れないが)｡ モニター募集のファクターの一つひ

とつを多様化していくことで, 調査モニターの質

的な多様化を図ることがある程度はできるのでは

ないだろうか｡ そのようにして調査モニター募集

に関心を示さない層をモニターとして取り込むた

めの方策は, 検討する価値のあるものだと思う｡

＊本稿の作成に当たっては, 日経リサーチ鈴木督久氏, 朝日新

聞松田映二氏, 厚生労働省本川明氏からいただいたコメント

を参考にした｡ ここに記し感謝を申し上げたい｡

1) 2005 年国勢調査において調査法への批判が噴出したこと

に対応し, 現在, 回収方法の多様化等の方策が政府において

検討されているところである｡

2) 調査法の選択に当たっては, 調査のコスト (費用・時間・

労力) など誤差以外にも重要な要素はあるが, 本稿では誤差

のみを取り上げる｡

3) Groves ����. (2004) p. 49, 本多・本川 (2005) pp. 67-68

参照｡

4) カヴァレッジ誤差, 標本誤差等は発生原因に着目した誤差

の分類だが, 誤差の性質により ｢系統誤差｣ と ｢偶然誤差｣

という分類もできる｡ 系統誤差とは測定値の期待値と真の値

との差のことであり, バイアス (bias) とも呼ばれる｡ 偶然

誤差とは測定値と測定値の期待値との差のことであり, 測定

値の分散 (variance) で測られる｡ 標本誤差は, 計画標本が

無作為に抽出されるならば偶然誤差のみとなるが, 有意抽出

の場合は系統誤差も発生する｡ カヴァレッジ誤差, 無回答誤

差, 測定誤差はいずれも偶然誤差と系統誤差の両方が含まれ

うるが, 本稿では系統誤差について検討する｡

5) ①, ②, ③の研究の詳細については労働政策研究・研修機

構 (2006) 参照｡

6) KN パネル会員は, RDD (random digit dialing) で無作

為に選ばれた者に登録を依頼している｡ Web に接続する機

器を持たない世帯には接続用機器を提供することにより, オ

ンライン世帯とオフライン世帯の両方をカヴァーしている｡

7) 調査結果は松田 (2006) のほか 2006 年 2 月 5 日朝日新聞

朝刊に掲載された｡

8) モニターのリクルート方法については, 調査会社のホーム

ページに ｢住民基本台帳をベースにした標本枠 (モニター)｣

とあるが, 詳細は不明｡

9) 実際には投票に行っていないのに ｢投票した｣ と回答する,

違法な賭け事をしているのに ｢していない｣ と答えるなどが,

social desirability bias の例である｡

10) いくつかの調査会社は, 回答時間が極端に短い, すべて同

じ選択肢で回答等の行為があった不正回答者を排除するといっ

た対策を講じている｡

11) インターネット調査について, 画面デザインが回答に与え

る影響が議論されることもある｡ それも測定誤差の問題では

あるが, 同じ測定法でも実施方法 (調査票デザイン, 質問文・

選択肢のワーディング, 質問の順序, 選択肢の順序など) や

利用するツールのディテールによって回答が変化するのは郵

送調査など他の測定法でも同様であるので, 本稿では測定法

間の差のみを取り上げて検討した｡ もちろん, 各測定法につ

いて, 測定誤差を縮小させるために調査票デザインなど実施

方法が測定誤差に与える影響を研究し改善を図ることが有用

であるのは言うまでもない｡

12) 現実には, 電話調査を実施しようとすればサンプリングは

電話帳か RDDにならざるをえないといったように, 測定法

が標本抽出枠や標本抽出法を規定することがある｡

13) インターネットに接続する環境がない世帯に接続のための

機器を提供することで, 抽出時点ではインターネット利用者

でなかった者も調査対象としている調査会社もある (詳細は

後述) が, わが国ではそうしたサービスを実施している調査

会社はごく一部であり, 利用も限られており, 一般的にはイ

ンターネット調査の対象者はインターネット利用者に限られ

ているといってよいだろう｡

14) このインターネット利用率は, インターネットを利用する

場所, 利用する機器を限定せず, 場所については自宅, 職場,

学校等, 機器についてはパソコン, 携帯電話, ゲーム機等を

すべて対象にしたものである｡ インターネット調査に職場や

学校のインターネット経由で参加するのは困難な場合も多い
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と思われること, また, インターネット調査の大半はパソコ

ンでの参加を前提としたものであるという 2点を考えると,

‶インターネット調査に参加可能な" インターネット利用者

の比率は, 6 割をかなり下回るものになろう｡ (パソコンか

らの利用者に限定したインターネット利用率は 50.3％, そ

のうち約 2 割は職場・学校のみからの利用者である (平成

15 年同調査))｡

15) このほか, 従来型調査と同様にサンプリングした調査対象

者にインターネット以外の方法で調査を依頼してインターネッ

トで回答してもらう調査法もある｡ ミックス・モード (複数

の回答方法から方法を選んで回答してもらう方式) はこれに

該当する｡

16) モニターには上記のとおり公募型モニターと依頼型モニター

があるが, 調査会社の説明をみてもその集め方は必ずしも判

別できない場合がある｡ また依頼型の場合にはモニター依頼

に対する応諾率が重要な情報であるが, そうした情報はほと

んど得られない｡ このため本稿では, 公募型と依頼型の特性

の違いについて掘り下げて検討していない｡

17) この調査については集計結果しか利用できないため, 両サ

ンプルの属性構成の違い, 測定法の違い (モニター調査は郵

送とインターネット, ランダムサンプルは郵送, ファクス,

インターネットで回答を得ている) 等の影響を除去した比較

ができない｡ ただし, 属性については, ランダムサンプルの

ほうが女性がやや多い, 年齢がやや高いといった違いはある

もののその差はそれほど大きくなく, また, 測定法はすべて

自記式であることから, 両者の集計結果を比較することはあ

る程度意味があるものと考える｡

18) 性・年齢のほか学歴, 職業を基準とした補正を行っても,

両調査結果の乖離はあまり縮小しない｡ 本多･本川 (2005)

pp.162-167 参照｡

19) 朝日新聞の郵送調査では, 調査票設計はもちろん調査スケ

ジュール, 督促状のタイミング, 依頼・説明文, 封筒のデザ

イン, 宛名の書き方, 謝礼など調査実施方法の細部にいたる

まで過去の経験を踏まえて工夫を重ね, 回答率 71％という

高率を達成したという｡ 調査の担当者は ｢どうしてこれほど

の回収率を残せたのか｡ 決定的な対策といえるものはない｡

ただ一つあるとすれば, それは調査対象者のことを考えあら

ゆる手を尽くすことだ｣ と述べている (松田 (2006))｡ 調査

法の改善の好例といえよう｡

20) 調査業界の国際的な団体であるヨーロッパ世論・市場調査

協会 (ESOMAR) は ｢インターネットを用いて実施する市

場調査及び世論調査に関するESOMAR ガイドライン｣

(2005 年 8 月) を策定し, 調査モニターについての情報開示

等の基準を示している｡ http://www.esomar.org/web/

show/id＝49859
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